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はじめに

我々は、コンピュータソフトν洸んθttαιjcα *に ょりCGEモ デルの教育用ソフトウェア開発を目

的とし、まずは本稿で一般均衡モデルの数値シミュレーションプログラムを検討する。しかし、シ

ミュレーションプログラムを検討する前に、日標とするCGEモ デルについて解説をしておくこと
は有益であろう。

したがって、本稿は、はじめて cGEモ デルを学習する人のために、第 1節で CGEモ デルとは
何かを説明し、第 2節で CGE分析の発展経緯を説明する。第 3節で、CGEモ デル構築の基礎と
なる一般均衡モデルの数値シミュレーションプログラムを検討する。最後に、本稿のまとめと次稿

の予定を紹介する。

1.CGEモデルとは何か
CGEモ デル (COmputable General Equilibrium mOdel)は 計算可能な一般均衡モデル、ある
いは、応用一般均衡モデル (AGEモ デル :Applied General Equilibrium mOdel)と呼ばれる1ゝ

では、CGEモ デルとは何か。一言で言えば、ヮルラスの一般均衡構造を現実経済の抽象的な表
現から、現実の経済を反映するデータを組み入れ、現実の政策評価に利用できる実用的な数値モデ

ルのことである。その基本的な理論枠組みは、ヮルラスの一般均衡体系である。

ワルラスの理論的な一般均衡体系において、すべての財について、需要と供給は経済主体の最適

化行動により導出され、それぞれの市場で需要と供給が一致する (均衡状態が成立する)。 即ち、

消費者は価格を所与として予算制約の下で効用最大化により財の需要と要素の供給を決定する。企

|夕象肇写稚〔ЪつこЧlキ聯1瞳設ぷ』け 、LEモデルと呼ぶこととする。
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業も価格を所与として利潤最大化行動の下で財の供給と要素の需要を計画する。均衡においては、

需要と供給が一致する均衡市場価格が成立する。もちろん、個々の経済主体がそれぞれの意思決定

に基づいて行動しているために、個別の需要と供給をすべての主体について集計して得られる各財

の市場需要と市場供給が最初から常に均衡するとは限らない。

もし、市場において、需要が供給を上回る場合、財の価格が上昇し、逆に、需要が供給を下回る

場合、財の価格が下落するというように、超過需要の大きさに応じて価格が伸縮的に調整されるも

のとしよう。すると、各経済主体が新しい価格ベクトルをシグナルとして、意思決定をしなおし、

それぞれの需要量と供給量を変更する。そして、市場における集計的な需要と供給の
バランスがす

べての財において同時に成立するならば、価格の調整は停止する。この時の価格 (ベクト
ル)を均

衡価格 (ベクトル)と いう。そしてこの状態を一般均衡とよぶ。

このように、ワルラスの一般均衡体系は、完全競争市場を想定しており、現実の経済で重要な役

割を果たす家計や企業などの経済主体の行動を基礎にしている。そして、経済政策
の変更が、家計

や企業の行動の変更を通じて、資源配分、所得分配、経済厚生などに及ぼす影響を、誰
が得をし、

誰が損をするかという水準まで評価することができるのである。このような政策評価
は実証的なマ

クロモデルでは十分に捕らえることができないという意味で、ワルラスの一般均衡
モデルは経済政

策評価のために理想的な枠組みを提供しているといえよう。

次に、ワルラスの一般均衡枠組みが現実経済政策の評価にどのように利用され
るのか、即ち、

CGE分析の進め方について簡単に説明する。

図-1はくCGEモ デルを構築し、実際の政策評価分析に利用する際の典型的な手順を示してい

る。ここで、図-1の順を追って説明しよう。

図-l CGE分析の典型的な手順

モデルの理論構造

基準均衡データ・セット

モデルの推定 :カ リブレーション法
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① モデルの理論構造

まず、CGEモ デルを利用して、どのような政策分析を行うかを決める。そして、分析目的に応

じて一般均衡の枠組みにおけるモデルの理論的な構造を設計しなければならない。即ち、ワルラス

の基本的な一般均衡体系を実際の経済政策に応用する際に、分析する政策目的‐に応じて、現実経済

で重要な役割を果たしている経済制度をモデルに組み入れる必要がある。例えば、租税政策の分析

の際には、税制の仕組みを詳細にモデルに組み込まなければならない。

② 統計資料の収集

手順①で理論モデルの設計が終わったら、次になすべきことは、理論モデルに使われるデータの

収集である。ほとんどのCGE分析において、最新の『産業連関表』がまず選ばれる。そして、こ
の最新版『産業連関表』の年がモデルの基準年とされることが多い。次によく利用される統計資料

としては、分析目的によって異なり、例えば橘木 (1990)の中で、公共財政関連の研究に主眼を置

くCGE日本モデルの構築に使われる関連資料として、『産業連関表』とともに、『所得再分配調査』
(厚生省)、『家計調査年報』(総理府)、『国税庁統計年報書』(国税庁)、『地方財政統計年報』(自冶

省)、『財政金融統計月報 (租税特集・法人企業統計年報特集)』 (財務省)な どが利用されている。

③ 基準均衡データ・セット

CGE分析では、ある基準年において、経済が一般均衡を達成していると仮定する。これを基準
均衡とする。注意すべき点は、基準均衡といっても、実態経済が基準年において必ずしも均衡して

いるとする必要がなく、また意味するものでもない。この均衡は現実に存在するさまざまな租税を

含み、拡張された価格ベクトルの下で成立している。従って、ヮルラスの一般均衡体系における経

済主体の行動は価格ベクトルに影響を受けるだけではなく、生産者の行動は法人税、関税などモデ

ルに導入された様々な税率にも影響を受ける。また、消費者の行動は、税を含んだ価格以外に、例

えば政府からの所得移転があった場合に、所得移転にも左右されることになる。

CGE分析においては、ある一時点のデータがあれば、均衡データを構築することができる2)。

しかし、各種の統計から収集されたデータについては、データの出所、統計の範疇、分類基準など

が相違したり、暦年と年度の違いもあったり、必ずしも一般均衡の基本的な条件を満たしていると

は限らない。従って、基準均衡のデータを構築するために、データの加工や調整を行う必要がある。

例えば、あるデータが正しいものとみなし、その他のデータはそれに整合するように調整する。

Shoven and Whalley(1992)に よると、構築される基準均衡データ・セットは一般的に、次の 4

つの均衡条件を満たすことになる3、

la)すべての財について需要と供給が等しい。

2)場合によって、基準となる数年平均のデータが用いられることもある。
3)詳細については、ShOven and Whalley(1992)に参照されたい。
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(b)すべての産業の利潤は非正である。

C)(政府を含めて)国内にあるすべての主体の需要は自分の予算制約を満たす。

(dl海外部門はバランスしている。

④ 数値モデルの推定 :カ リブレーション法

この手順は、手順①で設計した理論モデルに基づいて、手順③で調整済みの基準年の均衡データ

を用いて、その基準時点の実際の経済を描写する数値モデルを推定することである。推定方法とし

て通常考えられるのは、時系列データによる計量経済学的手法であるが、しかし、中型 CGEモ デ

ル、特に大型C GEモデルのように、説明変数がたくさん存在する場合には、それを時系列データ

に基づいて推定するのは、データの制約で大変難しい。代わりに、CGE分析においては、カリブ

レーション (calibra■ on)と いう方法が広く利用されている。

カリブレーション法とは何か。ある現実の経済が基準年において均衡を達成していると仮定する。

この基準均衡は、手順①で設定した理論経済モデルの中に想定してある生産関数や効用関数の形に

従ってヽそれぞれ最適化行動の下で生産や消費を行った結果であると考える。そして、基準年のデー

タを、理論経済モデルに代入し、その均衡として基準均衡が再現されるように、生産関数と効用関

数などのパラメーターを推定する方法は、いわゆるカリブレーション推定法である。

以下では、簡単のために、生産関数 (付加価値関数)が Cobb― Douglas関数の場合の、カリブ

レーション法を用いたパラメーターの推定方法を示してみよう
4)

各産業が Cobb― Douglas付加価値関数

巧=サイ
~%…………∴………………………〈J

を与えられているとする。ここで、考は各産業の付加価値、L′ とる は資本サ
ービスと労働サービ

スの投入量、α′はシェア・
パラメータを示している。

各産業は費用最小化の原理の下で生産を行われると仮定する。その生産行動を以下の式で表すこ

とができる。

И π  し絆、十ろη

S・ι・ %=ηイ疇

物 は労働価格 (賃金率)、 竹は資本価格 (利子率)を示す

最適化の 1階条件は以下の式になる。

券/器 =サ……………………②
これによると、(3)が求められる。

4)関数が CES型の場合の、カリブレーション法によるパラメータ値の推定法については、Shoven and

Whalley(199の を参照されたい。
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%=  … … … … … … … 0

このように、生産関数や効用関数の関数形が Cobb_Douglas関 数である場合には、関数のすべ

てのパラメーターが基準均衡データの価格と数量の観察値
5)だ けで、モデルの中で一意的に決定

されることができる。即ち、基準均衡データから、為 とる の値が求まり、また、基準均衡の価格

が 1であるために、シェア・パラメータ%の値力XOによって簡単に計算できる。

関数形が CES型の場合には、代替の弾力性の値を外生的に与える必要がある。代替の弾力性の

値が与えられると、残りのパラメーターは同様の方法で簡単に計算される。

⑤ 均衡解の計算 (基準均衡)

パラメーターの推定が終わると、推定されたパラメーターの値をモデルに代入し、均衡解を求め、

求めた均衡解は基準均衡と一致しているかどうかの再現テストが行われる。

⑥ 政策変更による仮設均衡解の計算

基準均衡の再現テストが合格すると、数値モデルを用いて、政策が変更された場合の均衡解 (仮

設均衡)を求める。

⑦ 政策評価

計算された仮設均衡と基準均衡の数値を比較することによって、仮設的政策の評価を行う。

2.CGEモデルの発展経緯

19世紀後半に、ワルラス (Lo Walras)に よって開発された‐般均衡体系が、理論的に非常にす

ぐれた精緻なものであり、政策評価の枠組みとして理想的であることは知られていたが、モデルが

あまりにも複雑すぎて、実際分析に利用されることは稀であった。

ワルラスの一般均衡理論を用いて現実の経済現象を分析するために、理論に基づいて作られたモ

デルにまず均衡点が存在する必要がある。従って、ヮルラスの一般均衡体系が確立して以来、一般

均衡モデルの均衡点の存在証明問題が当時の主な研究主題であった。1950年代に、Arrow,Debreu

などの人々による存在証明の研究を通じて、ヮルラスの一般均衡体系が抽象的数理モデルとして精

緻化されるに至った。しかし、それまでの主な研究は不動点定理を用いた存在証明であった。また、

一般均衡分析は定性分析に限られたものである。即ち、「均衡点が存在するかどうか」という問い

に対して答えることができても、「均衡値はいくらか ?」 という問いについて答えを与えることが

できなかったのである。また経済政策の分析についても、ある特定の政策が生産主体 (生産者、消

5)通常、産業連関表などの統計資料で集めたデータにより調整された基準年のデータは、価額で表示されて
いるので、CGE分析では基準均衡における価格 (税込み)を 1に なるように基準年の数量単位を決定して
いる。
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費者)にプラス効果、またはマイナス効果を与えるという変化の方向を示すだけで、具体的にどの

ぐらいのプラス効果またはマイナス効果を与えたかを数値的に示すことができなかうた。

この問題を解決してくれたのは、正にスカーフによる遂次的数値解法アルゴリズムの開発である。

1960年代中頃、米国イェール大学の数理経済学者スカーフ (Herbert Scarf)に よる均衡価格の

近似的算出のアルゴリズム開発によって、一般均衡体系における定量的な分析が可能になり、CGE

分析が経済政策のための実用的な道具となったのである。

このスカーフ・アルゴリズムを利用したCGE分析は、1070年代初頭より、スカーフの弟子であっ

た米国スタンフォード大学のショーブン (」ohn Shoven)と カナダのウエスタン・オンタリオ大学

のウォーレイ (John Whalley)と いう2人の財政学者により、租税政策の評価の分野で始まった。

その後、貿易政策、エネルギー政策、環境政策などさまざまの分野に応用されるようになった。さ

らに、先進国のみではなく、途上国を対象とした、所得分配問題や構造調整問題
へのCGEモ デル

分析が世界銀行によって行われている
6)。 1970年代から現在にいたるまで、CGEモ デルは30カ 国

以上の発展途上国を対象に構築されている。

3.JWattθ J77arliCaよる一般均衡モデルの構築と数値シミュレーション

第 1節において、CGE分析の手順を説明したが、最初の手順はモデルの理論構造の設計であっ

た。本節では、ν読んοれαιjcα による数値シミュレーションが可能となる一般均衡
モデルを検討す

る7)。 ただし、CGE分析が要求するパラメータの推定、基準均衡データ・セット等については、

ここでは未だ考慮しない。この点により、本稿はCGEモ デル教育用ソフトウエア開発に向けての

事前の準備にすぎないものである。

さて、ここで検討する一般均衡モデルは、Dinwiddy and Teal(1988)に 従い、経済主体とし
て

代表的家計と2企業を仮定し、 2財 2生産要素市場からなるものを基本
モデルとする。

一般均衡モデルを作成する上で、 2財の需要関数と供給関数、 2生産要素市場の派生需要関数を

導出しなければならない。財の需要関数は家計の効用最大化行動から導出する。財
の供給関数につ

いては、まずは企業の費用最小化行動から生産要素の派生需要を導出し、その結果を利用し
て利潤

極大化モデルを解いて導出する。これらの結果を利用して、基本モデ
ルを定式化しよう。

次に、基本モデルを修正・拡張する。これもDinwiddy and Teal(1988)に従
い、最初の修正

は、規模に関する収穫不変の生産関数を用いたモデルに修正する。そしてこ
の修正モデルにより、

外国部門をふくむモデルヘの拡張、政府部門の導入へとモデルを拡張する。

6)Robinson(1988)は 途上国を対象としたCGE分析のサーベイ論文である。
7)本稿では、M磁んθttαιjcα の初歩的な操作ができる読者を前提としている。したがつて、Mαιんθttαι

jθαの

操作・文法等についての解説は行わない。M読んθttαιjcα の操作や文法を全く知らない読者は、浅利一郎他

(1997年)を参照。
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3-l 基本モデルの予備的準備
3-1-1 代表的消費者の需要関数の導出

需要関数を導出するために、まずは、代表的消費者の効用最大化モデルを解こう。ここでの効用

関数は、Cobb― Douglas tt υ(cl,ι 2)=C力 C力 として次のように定義する。

五efttL U[c■
_′ C2_] :=sqrt[c■ ]士Sqrt[C2]

cl、 c2は家計が消費する第 1財、第 2財をそれぞれ表している。この効用関数最大化モデルを解

くために、予算を制約として次のラグランジュ関数を定義する。

爵り′石LL=U[c■ ′ C21 - ■ambda士 (Y― p■士cl ― p2★ c2)

0じι″7-―

板Tィマ

'一

lambda(一 clpl一 c2p2+Y)

ここで、pl、 p2は それぞれ第 1財の価格、第 2財の価格を、Yは家計の所得を表している。

効用最大化モデルを解くために、ラグランジュ関数Lを cl、 c2、 lambdaに づいて偏微分した

式を 0と おき (1階の条件)、 3つの方程式をリストfocに登録する (関数 Solveで入力を簡単に

するため)。

』ef巧卜 foC= (D[L′  c■ ]==0′ D[L′ c2]==0′  D[L′ ■ambda]==0}

0“ι″7-―

t藻肇判mbda pl_Q

丹十1ambda p2==0,clpl+c2p2-― Y==0}

上の結果より、リストfocに は 1階の条件を表す 3つの方程式が配置され、focと いう変数で連立

方程式を表現している。″被んθれαιjcα で連立方程式を解くコマンドは SOlve。 ここでは、解いた

答えを変数 solに登録しておこう。

働2′石卜 so■ =So■ve[fOC′ {Cl′  C2′  ■ambda}][[■ ]]
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0じιμ7-―

伸→着,a→希Jambda→
_石
扇1扇ァ}

上の結果を見て分かるように、財 cl、 財 c2の需要関数と所得の限界効用を表す lambdaの 値が計

算されている。なお、連立方程式をSolveで解くと、ν祝んθttαιjcα は答えをリストのリストで返

すため、L“ の入力式の最後に入力した [[■ ]]が必要になる。

0じげィにより消費者の需要関数が計算されたとはいえ、ν祝んθπαι
jcα上ではまだ登録されてい

るわけではない。もし、明示的にν読ん0れαιjcα 上に定義したければ、次のように入力しよう。

Iれ酢 C■ =C■ ノ. t                                            .

0“ι圧7-―
Y
2pl

Iん′勾L c2=c2ノ . 老七

0“ι」摯

さて、ここで計算結果を保存しておこう。また、新しい計算を行う上で、一度カーネルを終了し、

改めてカーネルを起動しよう。

3-1-2生 産要素の需要関数の導出

第 1企業の生産要素の需要関数を導出するために、 次の Cobb― Douglas型 生産関数

Xl(4,ι l)=44L12を定義しよう。

Iん [■■=Ж■[k■_′ ■■二]:=k■ ^(■ /4)±■■̂(■ノ2)

生産要素の需要関数を導出するために、費用最小化モデルを定式化しよう。このモデルを解くた

めに、生産関数を制約として次のラグランジュ関数を定義する。

IんβttL L=rttkl +w± ■■+■ambda士 (Ж■ ―Жl[k■ ′ ■■])

0じι″7-

klr+1lwttlambda(一 kl=√面+Xl)

ここで、rは資本の要素価格、wは労働の要素価格を表している。

Ｙ

一２ｐ２
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さて、ラグランジュ関数 Lを kl、 n、 lambdaに ついて偏微分した式を oと おき (1階の条件)、

3つ の方程式をリストfocに 登録する。

Ltt foc= {D[L′  k■ ]==0′ D[L′ ■1]==0′  D[L′ ■ambdal ==0}

0じι″7-―

{―
二重亜
:ilJ堅

主Lttr==0,
1

―      +W一 Q一 kl÷√丁+xl==Ol

ここでも、 リストfocに は 1階の条件を表す 3つ の方程式が配置され、focと いう変数で連立方程

式を表現している。次に、この連立方程式を解こう。方法は前項と同様。解いた答えを変数 solに

登録しておこう。

力り′石L so■ =So■ve[foC′ {k■′ ■■′ ■ambda)][[■ ]]

0“ι

“

7-―

伸→  』→
r3                   w3

lambda-2(-1)32:計 w:xl÷
}

上の結果を見て分かるように、第 1企業の生産要素 kl、 11の需要関数とlambdaの 値が計算され

ている。Ottι潔りにより生産要素の需要関数が計算されたとはいえ、ν読んθttαιjcα上ではまだ登録

されているわけではない。もし、明示的にν洸んοれαιjcα 上に定義したければ、次のように入力し

よう。

L厄卜 k■ =k■ ノ.七

0じι圧 7-―

(一三}):W=Xl:
2

r3

ルι′りL■■=■■ノ. tt
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0じι

“

7-―

2 1 1  4
(-1)丁2TrTxlT

3-1-3 第 1企業の最適生産量の導出

次に、第 1企業の最適生産量を導出しよう。ここではこれは、第 1財の市場供給関数となる。

最適生産量を導出するために、第 1企業の利潤最大化問題を解く。利潤式は次のように定義する。

Iれ′るL prOfit=P■ 士Ж■ ~ rttk■ ―w±■■

0じι∫7」_―

2 1  2  4

pl対―     ―(-1):2:r=w:xl:
2T

利潤を最大にする生産量 xlを求めるために、この利潤式を xlについて偏微分し0と おく。すな

わち 1階の条件を求め、この方程式をさらにxlについて解こう。

I厖′巧卜 80■2=D[profit′ Ж■]

0じιβ7-―
2 1 1  2  1

pl-2(-1)T2TrTwTxlT

I認′%L SO■Ve[so■ 2 ==0′ Ж■][[■ ]]

0じι″7-―

{Xl‐
」―七翠17}

上の結果を見て分かるように、第 1企業の最適生産量、すなわち第 1財の市場供給関数が計算され

ている。0じι″りにより最適生産量が計算されたとはいえ、M読んοttαι
jcα上ではまだ登録されてい

るわけではない。もし、明示的にM磁んOttαιjcα 上に定義したければ、次のように入力しよう。

L〃昨 Ж■=Ж■ノ.七

0じι〃昨

p13

16rw2

さて、 ここで計算結果を保存 しておこう。 また、新 しい計算を行 う上
で、一度カ

ニネルを終了 し、

１
一３Ｗ
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改めてカーネルを起動 しよう。

なお、第 2企業の生産要素の需要関数、最適生産量も同様に計算することができる。ここでは、

第 2企業の生産関数をCobb― Douglas tt X2(4,L2)=石 27ι 2Tと して仮定しよう。

3-2 基本モデルの定式
上の結果を受け、いよいよ一般均衡モデルの基本モデルを定式化しよう。

3-2-1 財市場均衡の定義
まずは、前項で求めた第 1財の需要関数と第 2財の需要関数を改めて定義する。ただし、ここで

は次のようにリスト形式で定義する。

Iη f増L eqD= (c■ ==Yノ (2★p■ )′ ●2==Yノ (2士p2)}

0“ι〃7-―

{Cl==可litt 
ε2==可

li「}

すなわち、 2つ の需要関数をそれぞれ方程式としてリストeqDに登録する。

次に、第 1財と第 2財の供給関数を同じように、 リスト形式で定義する。

』りr2」_eqS= {Ж ■ ==P■ ^3/(■ 6士w^2士 r)′ X2==P2A3ノ (16士wttr^2))

0じι″7-―

{Xl==静 x2==可:fly}

市場均衡は、第1財、第 2財のそれぞれの需要と供給が等しくなることで表現される。ここでは、

次のように財市場の均衡をリスト形式で定義する。

所電fち卜market■  = {c■ ==Ж■′ c2 ==x2)

0じι″7-―

{cl==xl,c2==x2}
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3-2-2 生産要素市場均衡の定義

まず、第 1企業ならびに第 2企業の生産要素需要関数を次のように定義する。

L件   :
eqF=圭 tk■ ==(wttЖ■̂2ノ (2r))^(2/3)′

k2 == (2★ w士■2^4/r)^(■ /3)′

Ll == (2士
=士=■
●4/w)^(■ /3)′

L2== (rttЖ 2^2ノ (2士w))^(2/3)}

0じιμ7-―

卜=げ ギア,
H_2:(鷲ニア,2-圭窒窒二}

生産要素は代表的家計が所有するものとして、その初期保有量 (k、 L)は一定として所与と仮定

する (家計が生産要素の供給主体である)。 したがつて、生産要素市場の均衡を次のょうに定義す

る。

Iん′%L market2 = {k■ +k2==k′  L■ +L2==L}

0“ι″7-

{kl+k2==k,Ll+L2==L}

3-2-3 所得方程式の定義

まず、企業の所得方程式を定義しよう。すなわち、ここでは第 1企業、第 2企業の利潤式を定義

する。

Iん′勾L profit= {π ■==P■・ X■ ~rttk■―wttLl′

π2-P2士Ж2-メk2-rL2}

0じί昨

{πl==一 klr一 Llw+plxl,π2==― k2r一 L2wttp2x2}

一-60-―



Mathematicaに よる一般均衡モデルの数値シミュレーション

次に、消費者の所得を定義する。

九 f7」_income={Y=r(k■ +k2)+w(■1+L2)+π ■+π 2〕

0“ι′7」_―

{Y==(kl+k2)r+(Ll+L2)wttπ l+π2}

ここで消費者の所得は、生産要素の報酬と企業の利潤からなる。

以上の定義により、一般均衡モデルの準備ができた。

3-2-4 -般 均衡モデルと数値シミュレーション
上の結果を受け、一般均衡モデルを定義し、これにより数値シミュレーションを行おう。

シミュレーションを行う上で、内生変数と外生変数の区別、シミュレーションの初期値の設定は

重要である。ここで、内生変数は、pl、 p2、 cl、 c2、 kl、 卜2、 11、 12、 xl、 x2、 w、 r、 Y、 pil、

pi2である。外生変数はk、 Lである。

まずは、外生変数については、定数を割り当てよう。

昴9′巧Lk=0.8′ L=2′

ここで定義する一般均衡モデルは、内生変数の数が15個あるので、方程式の数も15本必要となる。

すなわち、15本の連立方程式が、ここでの一般均衡モデルを表すことになる。

これまで連立方程式を解くためにS01veを使ったが、ここで定義した下般均衡モデルは非線形式

を含んだ連立方程式になる。この場合、M″んθれαιJcα ではFindRootを使って解を見つけること
になる。FindRootを 使う前に、 1つ準備が必要915本の連立方程式をリストで与えなければなら

ない。ここでは、一般均衡モデル (15本の連立方程式)を modelと いう変数名で定義しよう。

L砕

mode■ =

F■atten[{eqD′ eps′ market■ ′eqF′ market2′ profit′

incomel]

0じι″7-―

伸 一 ず 争
θ 一
ず 等
,対 一

量 謀 戸
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(ギF規一轟劇一岬-2H=メ ,

虚 一 分
(些≠ り

≒ H一 分
(鷲ニ ア

,

際=げ,鵬……義2T

πl==一 klr一 Llw+plxl,π2==一 k2r一 L2w+p2x2,

Y==(kl+k2)r十 (Ll■L2)wttπ l+π2}

Flattenを使って、先に定義した各均衡式のリストを開き、15本の方程式を要素としたリ
ストに作

り変える。リストmodelが 15本の連立方程式、すなわち一般均衡モデルを表現して
いることにな

る。

次に、15本の連立方程式を表す mOdelを FindRootを使って解くことになる。FindRootを使
っ

て解を求めるためには、内生変数について初期値を設定しなければならな
い。ここでは、次のよう

にして内生変数の解を求めよう。

L〃昨

FindRoot[mOde■ ′

{p■ ′■}′ {p2′ ■)′ 〔W′ 0・ 3)′ 〔r′ 0・ 7}′ {k■ ′0。 4}′

{k2′ 0.4〕 ′

{L■′■.3)′ {L2′ 0.7)′ (c■ ′0・ 8)′ {c2′ ■〕′(X■ ′0・ 8)′

{x2′ ■}′

{π ■′■〕′(π 2′ ■}′ 〔Y′ ■}]

οじιμa」_―

{pl→ 0。800819,p2→ 1.00698,w→ 0。 249188,

r-0.62297, kl-0.266667, k2-0.533333,

Ll-1.33333, L2-0.666667, cl―)0。 829777,

c2-0.659898, xl-0.829777, x2-0.659898,

πl→ 0。 166125,z2→ 0。 166125,Y→ 1.329}
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0じι〃りの結果が、一般均衡モデルの解となる。

さて、一般均衡モデルについて考えるとき、 1つの市場を除き他の残りの市場が均衡していれば、

ヮルラス法則が働いてその 1つの市場も自動的に均衡することを知っている。そこで、ヮルラス法

則を前提とした一般均衡モデルにより数値シミュレ,シ ョンを行うことができる。

先の一般均衡モデルmodelの中から、 6番目の均衡式、第 2財の市場均衡式を除き、新たに一

般均衡モデルを定式化しよう。

Lμ:}

Inode■2=De■ ete[mode■ ′6]

0“ι〃手

伸一ず卜α=ず♭対―量吾|

み講劇一ユH一等ア
虚-2÷←号笙】H-2:(三二「,

際=げ H惚……2丁

πl==― klr― Llwttplxl,π 2==― k2r― L2w+p2x2,

Y==(kl+k2)r十 (Ll十 L2)w‐十πl+π2}

均衡方程式を 1つ除くと、15個の内生変数に対して14個の方程式しかないことになる。しかし1つ

の財をニュメレールとすることにより、この問題を回避することができる。すなわち、ある価格を

1に基準化する。ここではplを基準化した上で、解を求めよう。

L〃み

p■ =■ ′

FindRoot[mOde■ 2′

{p2′ 0.9)′ {W′ 0.3)′ {r′ 0。 7)′ {k■ ′0.4}′ {k2′ 0.4}′

{L■ ′■.3)′ 〔L2′ 0。 7〕 ′{c■ ′0.8〕 ′{c2′ ■}′ {X■ ′0。 8}′
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〔=2′
■}′

{π l′■}′ {π 2′ 1)′ {Y′■}]

0“ι〃2」――

{p2→ 1.25743,w→ 0.31H66,r→ 0。777916,kl→ 0.266667,

k2-0.533333, Ll― )1.33333, L2-)0.666667,

cl-0。 829777, c2-)0.659898, xl― )0.829777,

x2-0。 659898,π l―'0.207444,π 2-0.207444, Y-1.65955}

以上が、基本モデルによる数値シミュレーションである。ここで、いつたん保存しよう。なお、以

下ではワルラス法則と価格の基準化を前提とした一般均衡モデルの数値シミュレ
ーションは省略す

る。

3-3 基本モデルの修正

3-3-1 規模に関する収穫不変の仮定

生産関数を規模に関して収穫不変の生産関数に修正する。すなわち、第 1企業に
ついては、

Xl(4,Ll)=4乙 力、第 2企業については、X2(島'L2)=K22Lル を仮定する。その結果、企業

が利潤を極大化する産出水準を求めることはできない。

まずは、生産要素の需要関数を定義しよう。第 1企業の生産要素需要関数は、それぞれ次
のよう

になる。

4=Xl(十ア,L=Xl(子ア
また、生産量―単位あたりの要素需要関数も定義 しておこう。

れ=券 =(十ア,へ =書(子ア
次に、第 2企業の生産用需要関数ならびに生産量一単位あたりの要素需要関数は以下

のとおりで

ある。
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以上の結果を、リストeqFに登録する。

L″ト

eqF= (■■== (wノ (3r))^(3/4)′ K■ ==k■■Ж■′

k2 == (wノ r)^(1/2)′ K2 ==k2★
=2′

■■== ((3r)ノ w)^(■ /4)′ L■ ==■■士=■′

■2== (rノw)^(■ノ2)′ L2==■ 2士x2]

0“ι″7-―

卜単nttH軋
1

k2==ν/1『:,K2==k2x2,11==3÷
(ギト

',
H一回,2_源 2_隊4

生産要素は代表的家計が所有するとして、要素市場の均衡を次のように定義する。

』りβりL market2={K■ +K2=■ K′ L■ +L2==L}

0“ι″7-―

{Kl+K2==K,Ll+L2==L}

企業が利潤を極大化する産出水準を求めることができないため、それに代わり生産量一単位あた

りの価格方程式を次のように定義する。

■唸′力L eqP= (P■ ==rttk■+w■■■′ p2==rttk21w■■2)

0“ι″7-―

{pl==klr+1lw,p2==k2r+12w}

リストeqPに は、第 1企業と第 2企業の価格方程式を登録している。

ここで、代表的家計の所得を定義しておこう。

Mathematicaに よる一般均衡モデルの数値シミュレーション
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Iれ′萄L income= {Y==r(K■ +K2)+w(L■+L2)}

0じιμ7-

{Y==(Kl+K2)r十 (Ll+L2)w}

財市場の需要と供給の均衡は、基本モデルと同様に定義する。需要関数は次のとおりである。

Iん ′巧L eqp= (cl==Yノ (2士p■ )′ C2==Yノ (2士p2)}

0じι″ト

{d==ず午,2-ず等}

財市場の均衡は、次のとおり。

I屁 昨́ marketl = {c■  ==Ж■′ c2 ===2)

0“ι″7-―

{cl==″ 1,c2==x2}

3-3-2 数値シミュレーション

数値シミュレーションの方法は、基本モデルと同様である。外生変数に数値を割り当て、連立方

程式からなる一般均衡モデルを作成する。

Iπ′石LK=0。 8′ I■2′

L酢

mode■ =

F■atten[{eqp′ eqP′ market■ ′eqF′ market2′ income}]

0じιβ7-―

卜
==ず
卜
α 一
希
,メ ==Hr十 五L

p2==k2r斗 -12w,cl==xl,c2==X2,

3

H一 止
i二
脚 =田 ,眸

源
,

1

K2==k2x2,■ ==3÷
(十X,Ll==1lxl,

―-66-―



Mathematicaに よる一般均衡モデルの数値シミュレーション

2-√μ判教zn+虚一鳴
Ll+L2==2,Y==(Kl■ K2)r+(Ll■ L2)w}

一般均衡モデルを定義 したならば、内生変数に初期値を設定し、FindRootで解を求める。

L砕

FindRoot[mOde■ ′

{p■ ′1)′ {P2′ 1〕 ′〔W′ 0.3)′ {r′ 0.7)′ {k■′0.■ }′

{k2′ 0.■ )′ {K■′0.4}′ {K2′ 0.4}′

{■■′0.2}′ 〔■2′ 0。 2)′ {L■ ′■.3)′ 〔L2′ 0.7)′

{c■ ′0.8}′ {c2′ ■}′ {Ж■′0.8}′ {Ж2′ ■}′

{Y′ ■〕]

0“ι″7-―

{pl→ 0.485387, p2→ 0.61224,

w-0.249946, r-0。 374919, kl― o.533333,

k2-0.816497, Kl―)0.266667, K2-)0.533333,

11-1.45648, 12-1.22474, Ll-1.2,

L2-0.8, cl-0.823907, c2-0.653197,

xl→ 0.823907,x2→ 0.653197,Y→ 0。799827}

0じげvの計算結果が、規模に関して収穫不変の生産関数を仮定した_般均衡モデルの数値シミュ
レーションの結果である8ゝ

3-4 基本モデルの拡張
3-4-1 外国部門の導入

ここでは、前項のモデルを前提に財市場において輸出・輸入を考慮に入れた一般均衡モデルヘと

拡張する。その際、小国モデルを仮定することにより国際価格は外生変数として取り扱われる。

8)固定 した投入産出係数を持つレオンチェフ体系を辱定することにより、 2部門モデルに産業間 (こ こでは
企業間)の取引を組み込むことができる。その際、修正するのは一般均衡モデルにおいては価格方程式であ
り、次のように定義できる。

eqP=(P■ =a■■P■ +a2■ P2+rk■ +w■ 1′

ここで新たにパラメータが遣加さ詈なと詈緞

ユ

象堪 シミュレーションを行う際には、事前に数値を
割り当てなければならない。
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まずは、財市場の均衡を定義しよう。需要関数は、これまでの需要関数と同様である。

Iη [■1=eqD={c■ ==Yノ (2士P■ )′ C2==Yノ (2士P2)}

0“ι〃}

伸==」年,2-ず赫}

財市場の均衡を次のように定義しよう。

IんβttL market■  = {C■ ==X■―e′ c2==Ж 21m〕

0じι″7-―

{cl==一e+xl,c2==m+x2}

財市場の均衡を定義したリストmarketlを見て分かるように、ここでは第 1財を輸出財、第 2財

を輸入財ととして定義する。なお、輸出はe、 輸入はmで表している。

次に、生産要素市場の均衡もこれまでと同様。すなわち、生産要素の需要関数に
ついては、次の

とおりとする。

L砕

eqF= (k■ == (Wノ (3r))^(3/4)′  K■ ==k■士Ж■′

k2== (w/r)^(■ /2)′ K2 ==k2★Ж2′

■■== ((3r)ノ w)^(■ノ4)′ L■ ==■■
士Ж■′

■2 == (rノ w)^(■ /2)′ L2 ==■ 2★ x2)

0じιβ7-

K2==k2x2,n==3÷
(十X,

H=鳳 2-/:lL卜瓢刺

生産要素は代表的家計に所有されていると仮定し、生産要素市場の均衡を次
のように定義する。
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I診′4卜 market2= {K■ +K2==K′ L■+L2==L}

0“ι/7-―

{Kl+K2==K,Ll+L2==L}

次に、企業の価格方程式と代表的家計の所得を定義しよう。

』り』巧卜oqP= {P■ ==rk■ IW■■′ p2==rk21w■ 2)

Oιι圧7-―

{pl==klr+1lw,p2==k2r+12w}

』り′%L incOme= {Y==r(Kl+K2)+w(■ ■+L2)}

0じι″7-―

{Y==(Kl+K2)r十 (Ll+L2)w}

財の輸出・輸入を定式し、小国の仮定を導入したことにより、国内価格と国際価格の関係につい

て定義しなければならない。

」唸∫7J――price={p■==EP'1′ p2===pw2)

οじιrη=

{pl==Fpwl,p2==Fpw2}

ここで、Fは為替レートで、pwl、 pw2は国際価格を表し所与と仮定する。

国際収支は、次のように定義する。

ルι員卜e…  {pw10-pw2m==0)
0“ιβ7-―

{epwl二mpw2==0}

以上、外国部門をふくむ一般均衡モデルヘの拡張の準備は整った。
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3-4-2 数値シミュレーション

数値シミュレーションの方法は、基本モデルと同様である。外生変数に数値を割り当て、連立方

程式からなる一般均衡モデルを作成する。

I認′%LK=0.8′ L=2,pw■ =■。4′ Pw2=■ .6′

L〃呼=

mode■ =

F■atten[{eqD′ eqP′ market■ ′eqF′

market2′ income′ price′ eqB}]

0じι〃昨

{d==ず年,2-ず等,メ ==酔勉
p2==k2r+12w,cl==‐―e+xl,c2==inttx2,

K2==k2x',n==3÷
(十X,Ll==nxl,

2-√ユ用教Z研認―鳴
Ll+L2==2,Y==(Kl+K2)r十 (Ll+L2)w,

メ==上4Rノ ==■6R L“一
“
m一嗜

一般均衡モデルを定義したならば、内生変数に初期値を設定し、FindRootで解を求める。

L「 I」―

FindRoot[mOde■ ′

{Pl′ ■.4}′ (P2′ ■.6}′ {w′ 0・ 8)′ {r′ 0・ 8〕 ′

{k■′0・ ■}′ {k2′ 0.1}′ {K■ ′0.4}′

{K2′ 0.4}′

{■■′0.2〕 ′{■2′ 0.2)′ {L■ ′■.3}′ {L2′ 0。 7〕 ′

{cl′ 0.8}′ {c2′ ■)′ {Ж■′0.8)′ {Ж2′ ■〕′
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{Y′■}′ 〔e′■〕′{m′■}′ {F′ ■}]

0“ι〃I」――

{pl―>1.22586, p2-1.40098, w― ,0.696692,

r-0。704312, kl-0。 435127, k2=)0.994576,

Kl-0.589182, K2-0。 210818, 11-1.31966,

12-1.00545, Ll―)1.78688, L2-)0.213124,

cl-0.798147, c2-0.698379,

xl-1.35404, x2-)0.211968, Y-1.95683,

e→ 0.555898,m→ 0。486411,F→ 0.875614}

3-4-3 政府部門の導入
先の一般均衡モデルに政府部門を導入することで拡張を試みる。政府部門の導入方法は、いくつ

か考えられるが、ここでは政府を第 3の生産主体とし、かつ課税を行うものとする。

生産主体としては、第 1財ならびに第 2財の生産を考えることができるが、ここでは第 2財を生

産する主体として仮定する。また、課税については、定額税、物品税、関税の3つ の方式を導入す

る。

まず、政府を第 2財の生産主体と仮定 したことにより、財市場の均衡を定義しよう。

需要関数の定義は、先のモデルと同様である。

動電[理=eqp={c■ ==Yノ (2士 ql)′ c2==Yノ 2士p2)}

0“ι漁り=

伸==ザ針,a_ず彗}

政府が第 2財を生産することにより、第 2財の供給式が修正されなければならない。修正した上で

の、財市場の均衡を次のように定義しよう。

昴り′ろ卜market■ ={c■ ==Ж■―e′ c2==Ж 2+g21m)

0″ι″7-

{cl==一 e+xl,c2〓 =g2+mttx2}

政府による第 2財の生産量をg2で表している。

-71-



経済研究6巻 2号

政府の課税方式として物品税を考慮に入れるが、物品税は第 1財についてのみ賦課されると仮定

する。この仮定により、第 1財の消費者価格を次のように定義する。

Ittr"L price■ ={q■ ==p■ +tc}

0“ιβ7-

{ql==pl+tc}

tcは第 1財の物品税、plは第 1財の生産者価格、qlは第 1財の消費者価格を表す。

次に、生産要素市場の均衡を定義しよう。政府が生産主体として仮定されているため、生産要素

の需要は、民間部門と政府部門で生じることになる。民間部門の要素需要は、先のモデルと同様に

定義することができる。

L件

eqF={k■ ==(Wノ (3r))^(3/4)′ K■ ==k■士Ж■′

k2==(wノ r)^(■ /2)′ K2 ==k2士Ж2′

■■==((3r)ノ w)^(■ノ4)′ L■ ==■■士Ж■′

■2==(r/W)^(■ /2)′ L2 ==■ 2士x2)

0しι/7-―

3

仲一止ユニ調=田 ,貶=√ ,

K2==k2x2,11==3÷
(十ア,

H_n魂 2_源,2-2J

政府部門の生産要素需要は外生的に決定されるものと仮定すれば、生産要素市場の均衡は次
のよ

うに定義することができる。

Iん′巧L market2={K■ +K2+Ko==K′ L■+L2+Lg==L}

0じイ瓦ト

{Kl+K2+Kg==K,Ll+L2+Lg==L}
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政府による生産要素の需要は、Kg、 Lgで表されている。

先のモデルと同様に、代表的家計の所得、企業の価格方程式を定義しなければならないが、政府

部門を導入したことにより政府の所得も定義しなければならない。

まずは、家計の所得と企業の価格方程式を定義しよう。

五り′%L incOme■={Y==rK+wL― ty)

0“ι″7-―

{Y==Kr― ty+Lw}

ここで定額税tyが賦課される。企業の価格方程式は、前と同様に定義される。

I屁′7」―eqP={P■ ==rk■ +w■■′P2==rk2+w■ 2〕

0じι∫7」――

{pl==klr+1lw,p2==k2r+12w}

政府部門の所得は、生産からの所得、租税収入が考えられる。

生産からの所得は、企業の利潤と同様に考えることができる。したがって、生産からの所得を次

のように定義する。

Iれ′巧L income2=〔 v__「 292-rkg― wLg〕

0“ι″7-―

{σ ==g2p2-kgrTLgw}

定額税、物品税、関税が租税収入となる。租税収入は、次のように定義される。なお、関税はtm
で表す。                       .

動Z′%L tax=(t==ty+tcc■ +―〕 ´
0じι″7-―

{t==cltc+mtm+ty}

ここで政府の均衡予算を仮定すると、政府の予算制約として次を定義しなければならない。
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L″昨 pSb={gI榛=0}

0じι〃昨

{gttt==0}

この予算制約式は、次のように解釈することができる。生産から得られる政府所得 gが正の値で

あれば、これは補助金として民間部門に移転される。負であれば、予算を均衡させるために課税を

しなければならない。すなわち、変数 tは租税収入と補助金支出の純差額を表している。

先のモデルで外国部門を導入したので、ここでも以下の定義が必要になる。

まず、国内価格、国際価格、関税の関係を定義しよう。

Iん〃I」――price2={p■ ==Fpw■′p2==Fpw2+um}

0じι〃I」――

{pl==Fpwl,p2==Fpw2+tm)

第2財が輸入財と仮定していたので、第2財について関税 tmが課税されている。

国際収支は次のように定義する。

Lμ 2」――bp={PW■ e―pW2藤=0)

0じιμ2」――

{epwl― mpw2==0}

以上、政府部門をふくむ一般均衡モデルヘの拡張の準備は整った。

3-4-4 数値シミュレーション

数値シミュレーションの方法は、基本モデルと同様である。外生変数
に数値を割り当て、連立方

程式からなる一般均衡モデルを作成する。しかし、この
モデルは方程式の数と内生変数の数が一致

していない。そこで、関税 tmと物品税 tcを外生変数として数値を割り当てる。また、政府
の生

産関数については Cobb― Douglas型を仮定 し、外生的に与えられる生産要素の投入により、政府

の生産についても外生的に決定されると仮定する。

以上の追加的仮定により、ここでの一般均衡モデルは次のように定義され
る。
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L″手

← 0.8′ 卜 2貯 0.■ ′L"0.2′

g2=KgO・ 5Lg°・5′ pw■ =■ .4′ pw2=■ .6′ tm=0′       _

tc=0′

L「牛

mode■=

F■atten[{● qp′ eqP′ market■ ′price■ ′

eqF′ market2′ ュncome■ ′■,come2′ tax′

psb′ price2′ bp}]

0じι〃争

伸―ザ針,2-ずり,メ ==Hr+nL
p2==k2r+12w,cl==一 e+xl,

c2=〓 0.141421+In+x2,ql==pl,

H一 止

i二
淑 一 日 軋 法 葬 =√ ,

い戦中く十ソ』=Ш ,

匹源 レー隊am+H十い鳴
0。2+Ll+L2==2,Y==0。 8r―ty+2w,

g==0。 141421p2-0.lr-0.2w,

t==ty,g+t==0,pl==1.4F,

メ==■6R上
“
―■6m一嗜

一般均衡モデルを定義したならば、内生変数に初期値を設定し、FindRootで解を求める。

L〃摯

FindRoot[mOde■ ′

{p■′■.4〕 ′{p2′ ■.6)′ {q■ ′■〕′{W′ 0.8〕 ′

〔r′ 0.8)′ 〔k■ ′0.1〕 ′{k2′ 0.■ )′ {K■ ′0.4}′

{K2′ 0.4)′
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{■ 1′ 0.2}′ 1■2′ 0.2}′ {Ll′ 1.3〕 ′{L2′ 0。 7}′

{cl′ 0.8)′ {c2′ ■}′ {Ж■′0.8)′ {x2′ 0.7〕 ′

{Y′■}′ {。′■)′ {m′■)′ {F′■}′ {g′■}′

{t′ ―■〕′{ty′ 0)]

0“ι〃摯

{pl→ 1.05434, p2→ 1.20496, ql→ 1.05434,

w-0.599211, r― )0.605764, kl― )0.435127,

k2-0。 994576, Kl-0.540263,

K2-0.159737, 11-1.31966, 12-1.00545,

Ll―)1.63852, L2-)0.161484, cl-0。 793399,

c2-0.694224, xl-1.24162, x2-0.160608,

Y―)1.67302, e-0.448223, rrl-0,392195,

F→ 0.753099, g―>―-0.0100119,

t→ 0.0100119,ty→ 0.0100H9}

4。 まとめと今後の計画

我々は、コンピュータソフトM読んθttαιjcα によるCGEモ デルの教育用ソフトウェア開発を目

的としている。その準備として、本稿は、ν枕んθれαι
jcα を用いて一般均衡モデルの数値シミュレー

ションタログラムを構築した。対象とした基本モデルは、 1つの代表的家計と2企業からなる経済

モデルであった。ν枕んθれαιjcα は、この簡単な一般均衡モデルの数値シミュレーショ
ンプログラ

ムは可能であることを示した。そして修正・拡張されたモデルにおいても可能であ
った。では、我々

はいっきにCGEモ デルの開発へと進めるであろうか。この点について、本稿を作成する上で生じ

た問題についてまとめることにより1つの答えとしよう。

ν読んο
“
αιjcα によるプログラミング上の大きな問題は、組み込み関数 FindRootに ある。我

々

が採用した一般均衡モデルは、Dinwiddy and Teal(1988)に従っている。Dinwiddy and Teal

(1988)は 、BASICを用いて一般均衡モデルのシミュレーションプ
ログラムを解説していて、我々

は彼らが使ったパラメータと同じものを採用した。そうすることにより、彼ら
のシミュレーション

の結果と我々のシミュレーションの結果を比較することができる。結果は、同じも
のもあれば異な

るものもあった。

結果の違いについて評価する前に、 1つ説明が必要である。我々は、基本
モデルのシミュレーショ

ンにおいて、ワルラス法則と基準化を前提とした一般均衡モデルもシミュレ
ーションを行った。そ

の結果は、Dinwiddy and Teal(1988)と 同じ結果を得た。しかし、基本
モデルを修正・拡張した
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ものについても同様に、ワルラス法則と基準化を前提とした一般均衡モデルをシミュレーションし

たが、同じ結果を得ることができなかった。結果が異なるといったのはこのことを指す。中には、

収東解を見つけることができないモデルもあった。これは、FindRootを 用いる際に設定した初期

値が不適切であったことが考えられる。この点が、ν枕んθ
“
αιjcα とりわけFindRootを用いて一

般均衡モデルをシミュレーションする上での難点となる。

適切な初期値を設定することができなければ、FindRootを用いた一般均衡モデルのシミュレー

ションのパフォーマンスは悪い。CGEモ デルヘと進む前に解決しなければならない問題であろう。

また我々は、本稿において、基本モデルを除いて、ヮルラス法則と基準化を前提とした一般均衡

モデルのシミュレーション結果を示さなかった。これは、次の理由による。もちろん、収束解を見

つけることができなかったことは大きな理由であるが、ヮルラス法則と基準化を前提とした一般均

衡モデルを必ずしも定式化しなくてもよいのではないかと考えたからである。経済理論が、均衡解

として要求するのは絶対価格ではなく、相対価格である。ワルラス法則と基準化を前提としない一

般均衡モデルの解を使って (本稿で求めた解)、 相対価格は求めることができる。例えば、第 1財

の価格で他の価格を割ることにより (計算した後で、第 1財をニュメレールとみなし)、 相対価格

は計算することができる、と考えたからだ。しかし、この点についての検討は十分ではない。

ν読んθttαιjcα によリー般均衡モデル (単純なモデルではあるが)を記述することができること

は、本稿により、明らかである。我々に残された課題は、以上の問題をクリアした上で、多部門経

済モデルを構築することである。しかも、現実の経済政策を評価するというCGE分析が可能なモ
デルでなければならない。次稿では、CGEモデルの応用分野を概観した上で、ν洸んθれαιjcα によ
るCGEモ デルを構築したい。
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